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１．平成２４年３月期決算のポイント

○

 

預金残高は流動性預金を中心に前年度比４８２億円の大幅増加。

○

 

預かり資産残高は前年度比３１億円増、販売額は保険を中心に同１５億円増。

○

 

貸出金は前年度比２１８億円の増加。うち事業性貸出金は同１０１億円増。

○

 

有価証券は債券を中心に前年度比５２９億円増加。

○

 

利鞘は縮小傾向。

営 業

○

 

不良債権比率は前年度比０．１１％低下し、３．７３％。

○

 

自己資本比率は前年度比０．４８％上昇し、８．８３

 

％。ＴｉｅｒⅠ比率は０．５１％上昇し、６．６９％。

損 益

○

 

業務純益は前年度比３億円減少したものの、与信関係費用の減少から、経常利益は

 同１０億円の増益、当期純利益も黒字化（前年度▲５１億円⇒当年度１７億円）

財務内容



2

２．震災・原発事故から１年

○

 

震災・原発事故の発生直後急増した借入金返済一時停止の動きは２３年４～５月頃をピークに

 着実に減少。

― 一時停止の金額のうち住宅ローンの７２％、事業性貸出の８５％は警戒区域にある浪江支店と

 富岡支店の取扱い。

○

 

保険金、賠償金に加え、緊急信用保証制度等の公的セーフティネットの働き、さらには復興需要も

 あって、足元の県内企業の業況は全体としては比較的良好で、倒産も僅少。

―当行の与信関連費用も大幅減少、不良債権比率も低下（後述）。

先数 金額 先数 金額

23/3月末 206 2,952 179 11,645

4月末 326 4,438 221 12,482

5月末 341 4,637 208 11,459

9月末 188 2,419 136 4,739

24/3月末 60 762 50 2,044

住宅ローン 事業性貸出

（単位：先、百万円）



3

預金残高

4,621 4,581 4,573 4,779
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個人 一般法人 地公体等

（億円）

○

 

預金残高は６，２２３億円、前年度比８．４％増。

○

 

２３年度中、保険金、義援金、賠償金等の流入から４８２億円増加（前年度４１億円増）。

内訳は流動性が５０３億円の増加に対し、定期性は２１億円の減少。

種類別内訳

1,905 1,968 2,028
2,532

3,838 3,824 3,730 3,712

3,690

5,771 5,729 5,699 5,740

6,223

1,933

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
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流動性 定期性

（億円）

（１）預金（１）預金

３．営業

（※ＮＣＤ含む）
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預り資産残高
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○

 

預り資産残高は７９８億円と前年度を４．１％上回った。

○

 

販売額は、投信と公共債は前年をやや下回ったが、保険は１８億円増加。

○

 

残高、販売額の増加に伴い手数料は順調に増加。

（２）預り資産（２）預り資産

（億円）

（百万円）
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○ 貸出残高は４，６１５億円、前年度比４．９％増。

 
２３年度中、２１８億円の増加（前年度６２億円減）。

○

 

２３年度の預貸率は末残７４．１％（前年度７６．５％）、平残

 
７１．８％（同７６．１％）に低下。

貸出残高

2,675 2,540 2,454 2,556

1,308 1,382
1,419 1,474
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住宅ローン残高
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○

 

事業性貸出は１０１億円の増加。

 
―ただ、事業性貸出の増加は、震災関連制度資金により信用保証

 
協会保証付貸出が大幅に増加したことによるところが大きい。

○

 

住宅ローンの伸びはやや鈍化。

（３）貸出（３）貸出

（億円）

（億円）

（億円）
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（単位：億円）

（単位：億円）

保有債券の内訳

前年度 前年度比%

431 240 1,385 45.2

うち　国債 163 236 907 21.9

　　　事業債 128 18 249 106.9

99 ▲ 14 262 61.4

▲ 10 ▲ 2 142 ▲ 7.5

524 ▲ 23 948 55.2

60 279 514 11.7

▲ 43 ▲ 27 41 ▲ 104.7

531 225 1,647 32.2

 国　内　債発
行
者
別

合　　　　　　　計

24/3月末残高

 外  国  債

残
存
期
間
別

１年未満

１年以上５年未満

５年以上１０年未満

１０年以上

２３年度中増減

保有有価証券の含み損益
（「その他有価証券」ベース）

債　券 株　式 投信等

２１/３月末 ▲ 35 ▲ 1 ▲ 14 ▲ 19

２２/３月末 ▲ 7 3 ▲ 2 ▲ 8

２３/３月末 ▲ 19 ▲ 2 ▲ 5 ▲ 10

２４/３月末 ▲ 2 7 ▲ 2 ▲ 7

合　計

有価証券残高

931
841 890

1,116

1,647
65

65

54

54

85

57
59

56

54

1,097

963
1,015

1,227

1,757

80
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20/3月末 21/3 22/3 23/3 24/3

債券 株式 投信等

　（億円）

○２３年度の有価証券は債券を中心に５２９億円増加し、３月末の残高は

 
１，７５７億円、前年度比４３．１％増。

○この結果、預証率は末残２８．２％（前年度２１．３％）、平残２８．０％

 
（同２１．５％）に上昇。

○債券のデュレーション（残存期間）は４．１年とやや短期化（前年度

 
４．７年）。

○株式のうち持合上場株は前年度比２銘柄、１億円の減少。

○「その他有価証券」の含み損は２億円に減少（前年度１９億円）。

（４）有価証券（４）有価証券
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資金調達原価

総資金利鞘

資金運用利回り

総資金利鞘

20/3月期 21/3 22/3 23/3 24/3

0.33 0.37 0.27 0.19 0.14

20/3月期 21/3 22/3 23/3 24/3

1.39 1.17 1.45 0.83 0.77

（５）利鞘（５）利鞘
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４．損益
２４/３月期 ２３/３月期 前年度比

経常収益（①＋⑦） 141 137 4

業務収益① 126 131 ▲ 4

うち貸出金利息 89 95 ▲ 5

うち有価証券利息 13 10 3

うち受入手数料 18 18 ▲0

うち債券関係益② 5 5 ▲0

業務費用③ 101 103 ▲ 1

うち預金利息 8 11 ▲ 2

うち支払手数料 9 9 0

うち一般貸倒引当金繰入④ ― 4 ▲ 4

うち債券関係損⑤ 4 0 3

うち営業経費 77 76 1

うち人件費 35 34 0

うち物件費 37 37 0

25 28 ▲ 3

コア業務純益（⑥-（②-⑤）＋④） 24 27 ▲ 3

臨時収益⑦ 14 6 8

うち貸倒引当金戻入益 7 ― 7

うち償却債権取立益 2 ― 2

臨時費用⑧ 17 22 ▲ 5

うち貸出金償却・売却損等 14 16 ▲ 2

うち株式等償却・売却損 1 1 ▲0

臨時損益⑨（⑦-⑧） ▲ 2 ▲ 16 14

経常利益⑩（⑥＋⑨） 22 11 10

特別損益⑪ ▲0 ▲ 52 52

うち償却債権取立益 ― 2 ▲ 2

― 48 ▲ 48

税金等⑫ 4 10 ▲ 5

当期純利益（⑩-⑪-⑫） 17 ▲ 51 69

業務純益⑥（①-③）

うち震災による貸倒引当金繰入額

（単位：億円）

○

 

業務純益は２５億円と、前年度比３億円の減少。

―

 

業務収益は貸出金利の低下による貸出金利息の減少

 
（前年度比５億円減）を主因に前年度比４億円の減少。

―

 

業務費用は営業経費が人件費を中心に前年度比１億円

 
増加したものの、預金金利の低下によって預金利息が減少

 
（同２億円減）したため、同１億円の減少。

―

 

なお、相対型営業の成果を示すとも言うべきコア業務純益も

 
２４億円と前年度比３億円の減少。

○

 

臨時損益は与信関連費用の大幅減少等から、前年度比１４億円

 
改善し▲２億円となった。

○

 

この結果、経常利益は２２億円と前年度比１０億円の増益、

 
純利益は１７億円と黒字回復（前年度は▲５１億円）。

なお、増収増益は平成２１年度以来２期ぶり。

※経常収益

 

・・・一般企業の売上に該当

※業務純益

 

・・・一般企業の営業利益に該当

※コア業務純益

 

・・・

 

業務純益から債券関係損益と一般貸倒引当金繰入額を

 
除いたもの

（１）業務純益（１）業務純益
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４．損益

２４/３月期 ２３/３月期 前年度比

貸倒引当金繰入① - 467 ▲ 467

貸出金償却② 1,094 1,581 ▲ 487

債権売却損等③ 306 59 247

貸倒引当金戻入④ 735 - 735

震災による貸倒引当金繰入⑤ - 4,890 ▲ 4,890

与信関連費用
（①＋②＋③－④＋⑤）

665 6,999 ▲ 6,334

（億円）

○２３年度の与信関連費用は前年度比６３億円の大幅減少。

 
《減少理由》

①過去の大口倒産先の影響がなくなり引当率が低下した

 
ため、戻入が発生したこと。

②前年度、震災や原発事故の影響を考慮し貸倒引当金を

 
前倒しで積み増した効果。
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引当

（％）

（２）与信関連費用（２）与信関連費用
○与信費用比率は０．１％と、前年度の１．６％から大幅に低下。

与信関連費用の推移

（単位：百万円）
与信関連費用の内訳

※与信費用比率＝与信関連費用÷貸出金平残
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５．財務内容

（単位：億円）

不良債権の増減要因

（%）（億円）

不良債権の動向

22/3月期 23/3月期 24/3月期

　正常債権への

  上方シフト
▲ 14 ▲ 3 ▲ 4

　正常債権からの

  下方シフト
65 38 56

　償　　　却 ▲ 20 ▲ 36 ▲ 18

　売　　　却 0 ▲ 1 ▲ 7

　返済・回収 ▲ 39 ▲ 25 ▲ 24

　合　    計 ▲ 9 ▲ 27 3

○

 

不良債権（金融再生法開示基準）は震災・原発事故に伴う

 
延滞の増加から前年度比３億円の増加。

○

 

不良債権比率は３．７３％に低下（前年度３．８４％）。

（１）不良債権（１）不良債権

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
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（単位：億円、％）

A 前年度比 B 前年度比 B／Ａ 前年度比

製造業 379 49 18 ▲ 1 4.7 ▲ 1.0

農業・林業 9 ▲ 1 0 ▲0 0.7 ▲ 0.2

漁業 3 0 － － － －

鉱業・採石業・砂利採取業 3 ▲0 0 ▲0 1.0 0.1

建設業 270 6 18 ▲ 6 7.0 ▲ 2.5

電気・ガス・熱供給・水道業 17 0 － － － －

情報通信業 47 1 1 ▲0 3.4 ▲ 0.1

運輸業・郵便業 147 23 3 ▲0 2.6 ▲ 0.7

卸売業・小売業 453 37 29 7 6.5 1.2

金融業・保険業 190 ▲ 38 0 － 0.0 0.0

不動産業・物品賃貸業 501 47 30 6 6.0 0.7

各種サービス業 537 4 43 ▲ 7 8.0 ▲ 1.4

国・地方公共団体 486 89 － － － -

個人その他 1,567 ▲ 3 25 4 1.6 0.3

 合  計 4,615 218 172 3 3.7 ▲ 0.1

業　種
貸　出　残　高 リスク管理債権残高 不良債権比率

業種別の不良債権動向（２４年３月末）

○

 

リスク管理債権が大きく増加したのは卸小売業と不動産・物品賃貸業および個人。

○

 

リスク管理債権１７２億円中、震災・原発事故による返済の一時停止は１０億円。
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24/3月末 23/3月末 前年度比

275 259 15

TierⅠ（中核的資本） 208 192 16

TierⅡ（補完的資本） 67 68 ▲0

控除項目 ▲ 1 ▲ 1 -

3,116 3,109 7

信用リスクアセット 2,915 2,902 13

うち貸出 2,413 2,453 ▲ 39

うち有価証券 288 224 63

オペレーショナルリスクアセット 201 207 ▲ 6

8.83 8.35 0.48

8.92 8.38 0.54

　自己資本                       A

　リスクアセット 　　　 　      B

　連結自己資本比率　 

　単体自己資本比率　　　     A／B

78 73 69
67

303 313 311

259 275

225 240 242
192 208

68
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9.65 9.75
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Ｔｉ ｅ ｒ Ⅰ Ｔｉ ｅ ｒ Ⅱ 自己資本比率 Tie rⅠ比率

（単位：億円、％）

（単位：％）

（億円）

（参考）有価証券の含み損を考慮した実質自己資本比率

24/3末 23/3末 前年度比

8.75 7.72 1.03

8.85 7.75 1.10

単　　　　　体

連　　　　　結

（％）

○

 

３月末の自己資本比率は、単体は８．８３％（前年度８．３５％）、

 
連結は８．９２％

 

（同８．３８％）と上昇に転じた。

－自己資本は決算の黒字化から同１６億円の増加。

－リスクアセットは有価証券等の増加から同７億円の増加。

（２）自己資本（２）自己資本
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0

100

200

23/3月末 24/3月末

信用リスク 市場リスク 金利リスク オペレーショナルリスク

○

 

３月末の統合リスク量は６５億円で、前年度比２０億円の減少。

○

 

一方、３月末の中核的自己資本（TierⅠ）は２０８億円と統合リスク量を大幅に上回り、営業上自己資本の制約はない。

○

 

なお、アウトライヤー規制における３月末の銀行勘定金利リスク量は自己資本の４．５％に低下（前年度１７．４％）。

(億円）

65

208

192

85

リスク
バッファー

統合リスク

ＴｉｅｒⅠ

（注）統合リスク量＝信用リスク、市場リスク、金利リスク、

 
オペレーショナルリスクの単純合計。

・信用リスク、市場リスク、金利リスクはＶａＲ（一定期間に

 
一定確率で被り得る最大損失額）による。

ＶａＲの計測方法－観測期間１年、信頼水準９９％、

 
保有期間は次のとおり。

 
信用リスク：１年（２４０日）

 
市場リスク：政策投資株式・満期保有目的債券・

 
仕組ローン各１２０日、

 
売買目的有価証券１０日、

 
その他有価証券６０日

 
金利リスク：半年（１２０日）

 
平成23年3月末より、要求払預金の実質

 
的な期間を内部モデルで推計し算出

・オペレーショナルリスクは基礎的手法（年間業務粗利益の

 
１５％）による。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
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1.01
1.03

0.95

0.80

0.60
0.64

0.44

0.37

0.00
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0.40
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0.80

1.00

1.20
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0

10

20

30

40

50

60

70

80
コア業務純益 ROA

コア業務純益とＲＯＡ

（％）

○

 

コア業務純益の低下から引き続き低迷。

（億円）

６．やや長い目でみた経営動向

（１）収益性（１）収益性
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0
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20

40

60

80

100

120
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160
人件費 物件費 税金 OHR

経費とＯＨＲ

○コア業務純益の低下から上昇傾向にある。

（％） （億円）
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○

 

不良債権比率は引き続き低下。

○

 

自己資本比率は、前年度大幅低下の後、上昇。

6.0 6.1

8.83
8.35

9.75
9.65

9.11
9.9

8.68.0

5.55.4

3.84
4.54

9.0

6.5

13.2

18.7

11.4

19.5

15.3

5.99

4.38
3.73

0

5

10

15

20

13/3月末 14/3 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 22/3 23/3 24/3

自己資本

リスクアセット

（％）

（参考）資本の外部調達

14年3月

 

第三者割当増資

 

146億円

16年9月

 

新株予約権付社債

 

20億円

17年3月

 

劣後社債

 

45億円

18年9月

 

新株予約権付社債

 

45億円

（22年3月

 

劣後社債45億円償還）

22年3月

 

劣後社債

 

37億円

自己資本比率

不良債権

総与信
不良債権比率 ＝

＝

（２）健全性（２）健全性

不良債権比率と自己資本比率
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23/3月期
実  績

24/3月期
実  績

25/3月期
予  想

経 常 収 益 137 141 132

経 常 利 益 11 22 17

純 利 益 ▲ 51 17 15

経 常 収 益 161 163 152

経 常 利 益 15 25 19

純 利 益 ▲ 49 20 17

単
　
体

連
　
結

７．今期の業績予想

（単位：億円）

２５年３月期予想

○２５年３月期については、単体で純利益１５億円程度を予想している。

―与信関連費用を保守的に見積もった結果、２４年３月期対比 ▲２億円の見込み。

○２５年３月期の配当は１株当り年１円を予定している。

―２４年３月期については当初予定どおり年１円配当の方針。
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「真面目にがんばっている人を

 
真面目に応援する

 
真面目な銀行」

目指す姿目指す姿

真面目にがんばっている人

真面目に応援する

真面目な銀行 高い志と倫理観を持ち、堅実経営に徹する

お客様としっかり向き合い、真にお客様の利益を考え、お客様をサポートする

人生や事業に真剣に向き合い、夢や目標の実現に向かって努力している人

８．中期経営計画

（平成２４年４月～平成２７年３月）

基本方針基本方針

新しい福島創造への

積極的貢献

地域のお客様との

取引拡大と深化

社会貢献への

取組み強化

安定した収益力と

強固な財務基盤の

実現

「お客様本位」の

徹底
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数値目標数値目標

当期純利益

業務純益

自己資本比率

ＴｉｅｒⅠ比率

《

 

２３年度（実績）》 《

 

２６年度（最終年度）》

１７億円 ２５億円

８．８３％ １０．０％

８．０％

３５億円２５億円

６．６９％

事業性融資先数 ８，５００先７，０００先
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店舗名 営業店長 電話番号

渡利出張所 安田 行雄 ０２４－５２３－３３４１

山下町出張所 佐藤 哲也 ０２４－５３１－５３１１

泉出張所 南　健治 ０２４－５５９－１２３１

福島西支店 渡辺 吉信 ０２４－５３４－７１５８

福島北支店 本名 勝幸 ０２４－５５３－５５６１

福島南支店 古川次男 ０２４－５４５－３１１１

蓬莱出張所 岩本 学 ０２４－５４８－６３３１

笹谷支店 和泉 好宏 ０２４－５５８－１１３５

岡部支店 新田 孝喜 ０２４－５３１－８０８１

大森支店 佐久間 行英 ０２４－５４６－５９１１

八島田支店 冨永　賢治 ０２４－５５８－６００１

飯坂支店 岸波　晃一郎 ０２４－５４２－３２５１

保原支店 今村 正弘　 ０２４－５７５－３１０１

桑折支店 末永 秀一 ０２４－５８２－２２０７

川俣支店 横山　利幸 ０２４－５６５－２２１１

二本松支店 安達　英範 ０２４３－２２－２１５１

本宮支店 佐藤 善範 ０２４３－３４－３１６１

芳賀支店 寒河江 英一 ０２４－９５６－０１８８

開成支店 田中　真一 ０２４－９２１－０３０１

大槻支店 上野　裕之 ０２４－９５１－８５００

富久山支店 神谷 義晴 ０２４－９３４－１６２０

菜根支店 光野　嘉洋 ０２４－９２３－４５００

安積支店 小野 英典　 ０２４－９４５－５５３０

荒井支店 紺野　晃弘 ０２４－９４６－１８５０

富田支店 手代木 巧成 ０２４－９５２－３９２２

須賀川支店 稲村 修 ０２４８－７５－２１５８

県
　
　
　
　
　
　
北

県
　
　
　
　
中

０２４－５２５－２９１１本店営業部

郡山営業部 ０２４－９３２－１５００

常務執行役員
遠藤 久志

常務執行役員
鈴木 弘志

（付）

 

営業店一覧(２４年５月１５日現在）

店舗名 営業店長 電話番号

矢吹支店 眞壁 孝文　 ０２４８－４２－３９１１

白河支店 高野　俊哉 ０２４８－２４－１３１１

船引支店 佐々木 茂雄 ０２４７－８２－１１５１

石川支店 江本　裕 ０２４７－２６－２１２７

棚倉支店 富山　浩明 ０２４７－３３－２２１１

矢祭支店 大橋 徹 ０２４７－４６－３１４１

会津支店 佐藤 明則 ０２４２－２６－６３１１

門田支店 半澤 健一 ０２４２－２８－５１３１

猪苗代支店 黒須 正雄 ０２４２－６２－２０５４

喜多方支店 山口 啓二 ０２４１－２２－２１６３

相馬支店 牛澤　秀晃 ０２４４－３５－２１６１

原町支店 渡辺 敦雄 ０２４４－２３－２１５８

浪江支店       ※ 小貫 博市 －

富岡支店       ※ 新田 廣行  －

四倉支店 山本　利幸 ０２４６－３２－４１５１

平東出張所 佐藤 善典 ０２４６－２１－５４１１

内郷支店 伊藤 伸一 ０２４６－２６－２０６１

湯本支店 小石沢 好勝 ０２４６－４２－２１３８

小名浜支店 吉田 直人 ０２４６－５３－４１０１

植田支店 草野 真之 ０２４６－６２－２１５１

仙台支店 林 昭夫 ０２２－２２３－８１９１

黒磯支店 織内　康司 ０２８７－６２－１６２５

水戸支店 熊坂 光幸 ０２９－２２４－５６０６

大宮支店 箭内 貴志 ０４８－６４３－２８３０

県
　
外

県
　
　
南

浜
　
　
通
　
　
り

会
　
津

平支店 ０２４６－２３－３３３１
執行役員
齋藤 郁雄

※臨時窓口（福島市の本店内）の電話番号

浪江支店

 

０２４－５２５－２９４６

 

富岡支店

 

０２４－５２５－２９４７
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本資料には、将来の業績に係る記述が含まれております。

こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより異なる可能性があることにご留意ください。

～お問合わせ先～

以 上

株式会社福島銀行

 

経営企画室長

 

森

 

義宏

広報担当

 

佐藤由佳子

TEL:    024-525-2525 （代）

FAX:    024-536-5338

E-Mail: keiki@fukushimabank.co.jp

URL: http://www.fukushimabank.co.jp/
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